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概要 
経営管理はヒト・モノ・カネ（さらには時間も含める場合もあるが）の資源配分の問題で

あると言われる。ヒト以外の管理については、ＩＴ・コンピュータ技術を駆使した発展が

あったが、人にかかわる管理については、単なるデータベース化程度ではでは人材のマネ

ジメントには不足であった。この点について、人間の無意識についての考察という視点か

ら述べたい。 
Summary 
One of the essential factors in the management is said to be allocations of human 
resources, materials, and financial resources (and, sometimes, including time).     
Developments of information and computer technology in those areas were greatly 
made except for the applications in human resources management, where the major 
focus was on database of employees. In human resources management area, much more 
than database was needed, but there have been few tools and applications which would 
enable to handle dynamics of human resources management. In this paper, 
consideration is made from a perspective of human consciousness. 
 
 
1. 人文科学とコンピュータ研究会の場で 

経営管理とは、さまざまな定義（１）がなされてきているが、私は、「各種経営資源を

配分することにより事業活動を効果的・効率的に遂行し、またはその遂行状況を把握・ 
                               
本発表の準備の過程では、静岡大学研究支援員 周敏敏氏のサポートを得た。 
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向上させる」活動であると考える。そして、①企業をはじめとする実際の事業経営の場面

で経営管理をおこなうこと、②経営管理のあるべき姿を学問対象として研究すること、の

両面を統合的に考える人文・社会科学系の研究分野ことであると考える。一般的な経営管

理の教科書などでは、２０世紀初頭のテーラーによる科学的管理法（２）から話を始めている

ものが多いが、当時、経験や習慣に頼って成り行き任せであった生産活動を合理的科学的

実証的に考察し、管理する手法を考案し、考察・研究することから生まれた、比較的新し

い学問分野である。 
 
 このように、その核心が「資源配分」であり、視点が事業活動を「科学する」というこ

とであると考えるならば、経営管理の分析・考察は計数的（定量的）なところから出発し

てきたわけである。特に生産現場では、そのアウトプットは生産量という数値で効果・効

率を測定するわけであるから、定性的な「勘」（あるいはアナログ）の世界から、定量的な

「数値管理」への移行・標準化は、コンピュータ使用に親和的な学問分野のはずであった。

（３）。 
 
 ところが、その後、ホーソン工場の実験により人間の行動と動機についての研究から、

経済人モデルの限界が指摘され人間関係論やインフォーマル組織へと重点が移り、第二次

世界大戦後には心理学・社会学の知見などを盛り込んだ行動科学（４）からの研究が発達し、

進み、組織について、個々の労働者のモチベーションについての研究が進み、それらは定

量的考察には必ずしもなじまない、定性的・概念的な側面が大きく、実際の企業等の経営

現場においても、管理用の計数処理と、生身の人間を対象とした定性的な洞察との両面が

併存してきた。 
 
 米国的な文化では、人の意欲を金銭的なインセンティブに関連付けて考える経済人モデ

ルも依然として通用してきたが、動機づけに関するさまざまな研究は、内発的な自律性を

重視する見解が有力である。こうして、人材管理の定量的取り扱いの発展はそれほど見ら

れず、人事管理におけるコンピュータ使用は人材データベース化程度にとどまってきた半

面、財務管理や物流・製造等の「カネ」「モノ」の管理においてはコンピュータを駆使した

高度な分析・予測や最適化に向けたエンジニアリングが学問分野として発達した。 
 
 このように、他の経営資源に比べると、定量的分析、あるいはＩＴ・コンピュータ技術

使用になじみにくかった「ヒト」を対象とする人材管理の面で、経営現場においても学問

研究としても、２１世紀にはコンピュータを使用した研究手法、事業活動の場での人材管

理の方向性として、いかなる展開が見込まれるのかを述べるのが本稿の目的である。 
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2. 人事（労務）管理と情報システム 
 
 人材以外の経営資源については「カネ」＝通貨単位による“金額”という尺度、「モノ」

＝各種単位による“数量”という尺度が、机上の管理の場面（カネであれば財務部・会計

事務所など：モノであれば調達本部・物流本部・その他の本社管理部門）でも、さまざま

な事業活動の場（カネであれば販売・調達・その他の各種支払い等の個々の場面：モノで

あれば、調達・製造・物流・販売などの個々の場面）でも、等しく使われて、共通の表現

方法・発想方法での展開が可能である。したがって、定量的処理も、システム化も発達し

やすいと考えられる。 
 
 他方、「ヒト」については、管理の立場（人事部、あるいは事業部の人事担当）にあって

は採用から退職までの社員の勤務履歴管理、配属先決定、給与管理等が主たる守備範囲で

あるのに対して、事業活動の場では、販売実績を伸ばすためにはどのように営業担当を起

用し教育するか、品質管理をするためにはどのようなノウハウの伝授をするか、連絡ミス

による無駄・事故・トラブルを防止するためのチームワークやコミュニケーション促進、

というような事業の成果をあげるために人を動かすという意図での人材管理が中心であり、

管理部門と事業部門とで、その視点や表現方法が異なる面があった。したがって、これま

で導入された「人事（労務）情報システム」と呼ばれるものは、「人事（労務）部の仕事を

楽にする、効率化する」という趣旨のものがほとんどであった（５）。事業活動的な人材管理

の視点からは、人間の心や動機づけ、コミュニケーションに関する要素が大きいので、や

はり定量化やコンピュータ使用には親和性が薄かったという見方もできる。 
 
 これまでの人事情報システムの中で、事業現場での成果に結び付ける現場での発想に近

いものとしては、「目標による管理」のためのシステムくらいのものであった。この場合で

も、担当業務によっては、目標設定を定量化しにくい場合は多いが、しかし定性的なコメ

ントをデータベース的に収録する、検索するという形でのＩＴ技術の活用によって、この

ような管理が可能となってきたわけである。 
 
3. 人材管理の「科学」化 
 
 今後の人材管理とコンピュータをめぐる方向性について、大きなふたつの流れが考えら

れるのではないか。アナログ的要素が強い、「あうん」の呼吸の問題である、心の領域であ

る、合理性だけでは割り切れない、などと思われがちなこともある人材管理に関して、改

めて「科学」する必要があるのではないか、という問題意識がそのうちのひとつである。 
 
 グローバル化の進展により、多様な文化、多様な国籍・言語の有能な人々の力を結集し、
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さまざまな国や地域の顧客のニーズに応える方向での事業展開をしている企業・組織が増

えてきている。そのような傾向の中では、一部の文化・言語・習慣などの集団だけに通用

する「あうん」の呼吸や「常識」、無意識のうちに蓄積され以心伝心で受け継がれる暗黙知

などに依存した人の育て方、登用のしかたは、他文化の有能な人材には理解されず、一部

の集団だけに有利に働き不公平を生み、阻害された側の意欲を著しく削ぐ、ひいては事業

活動全体の競争力低下を招くことになろう。 
 
 最近のＩＴの発展の特徴のひとつは強力な検索機能であると思うが、これらの企業や組

織が、きわめて広い範囲をカバーする統一的データベースを構築し、形式的・表面的な「人

事情報」だけではなく、現場密着的な担当業務歴、上司・部下の氏名、得意技、社外人脈

や趣味、将来の希望なども含めた検索を可能とするシステムを完成させ、社内の人の動き

を可視化し（＝公平さ、納得感につながる）、賢明な人の育て方・使い方をした管理者、人

が育ちやすい事業所・部署を特定し正しく評価できるようにして（「根拠」にもとづく「適

切な」人の処遇ができる）、必要とされている人材を広く社内全体から発掘して適材適所を

可能とし、どのような条件が揃うとどのような成果が出せるのかを「科学的に」検証しつ

つ運営することができる体制を整えることが可能なのではないだろうか。 
 
4. 人材管理の統合化・横断化 

 
組織内ＳＮＳを導入する企業・団体などが増加してきている。 
 
この非公式、部署横断的、組織階層超越的な、個人発信の親睦も含めた臨場感あふれる

発信こそが、今世紀の新しい人材管理の特徴である。内発的動機づけに必要な要素であ

る「関係性」構築が可能であるからである。アナログだから、科学的でないから、主観

だからコンピュータ化になじまない、というこれまでの観念をくつがえすものとなる。 
 

 
 
＜注＞ 
1) 従来の経営管理の定義等については、たとえば経営行動科学辞典、小林末男編集、 

創成社などが参考になる。 
2) 同上 「テイラー・システム」「経営管理論」などの項参照。 
3)その後も、インダストリアル・エンジニアリングの分野では動作研究、時間研究など

の工学的アプローチがある。 
4) 上述の辞典「ホーソン実験」「ホーソン効果」「行動科学」などの項にそれらの研究

の流れや概念が簡潔に解説されている。 
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5)人材コンサルティングファームによる情報システムのＰＲとしての要素のある文章

ではあるが、Watson Wyatte Review 2009 年、河原 索「次世代人材マネジメントＩ

Ｔによるグローバルフラット人事  意図しない段差の除去とグローバル人材サプラ

イチェーンの実現」にこれらの傾向が詳しく述べられている。 
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Watson Wyatte Review 2009 年、河原 索「次世代人材マネジメントＩＴによるグロ

ーバルフラット人事  意図しない段差の除去とグローバル人材サプライチェーンの

実現」 
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